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第 6 表 政策分野別社会支出の国際比較（構成割合）より筆者作成




（大塩 1996 : 116）
スウェーデンやフランスは早くから家族手当の充実が進んだが、その共
通点は、図表 4 のように 1900 年から高齢化率 8％ を超える高齢化社会に
なっていたことだった。また、両国は共に労働力不足を懸念していた（大










以上のような問題意識から、2016 年 8 月後半に、パリで科学研究費（基
盤研究（C））によるインタビュー調査を行った。
インタビューしたのは 4 人。パリ家族手当金庫所長ジャン・ルイ・オー
















ができる。図表 5 のように、1871 年から 1901 年の 30 年間で、ドイツは約
1600 万（4099 万→5687 万）も人口を増加させたが、フランスの人口増は
約 280 万（3619 万→3898 万）に過ぎなかった（福島 2015 : 69）。
1 Jean - Louis HAURIE : Directeur général de la Caisse d’Allocations
Familiales（Caf）de Paris. 2016.8.16 にインタビュー。
2 Gilles KOUNOWSKI : Directeur des Relations Européennes, Internationales
et de la coopération de la Caisse Nationale d’Allocations Familiales（CNAF）.
2016.8.18 にインタビュー。
3 Bertrand FRAGONARD : Président du Haut Conseil de la Famille.
2016.8.25 にインタビュー。
4 Frédérique LEPRINCE : Conseillère auprès de la Ministre des familles, de
l’enfance et des droits des femmes. 2016.8.26 にインタビュー。
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図表 5 西欧諸国4か国の人口推移







態である（図表 6 参照）。1930 年代はナチス・ドイツの再軍備の時期であ
り、人口問題へのフランスの危機感は非常に強まった。こうして、フラン























的税である一般社会拠出金（CSG : contribution sociale généralisée）は 1991
年に創設された。CSG が引き上げられると同時に被保険者（とりわけ被
用者）の負担する保険料が引き下げられる改革が複数回にわたり行われた

















（千田 2010 : 192 ; Dutton 2002 : 29-30 ; Pedersen 1995 : 237）。
5 Jean-Louis HAURIE へのインタビュー（2016.8.16）
フランスは少子化対策の財源をどう確保したか（大岡） 129（ 129 ）
第一次世界大戦中、家族手当は労働力確保のために支払われるように
なった。家族手当を支払う慣行は、1918 年にエミール・ロマネが設立し























者側からの反対があった。1932 年法は下院では細部の修正のみで 1930 年



















した後に集団で脱退する等である。1936 年初めでも、雇用主の 4 分の 3
がどの金庫にも未登録で、家族手当受給権者は労働者の約 20％ にすぎな
かった。また、雇用主が家族手当支給を口実に、賃金を引き下げることも
あった（福島 2015 : 150-2； 大塩 1996 : 188； 宮本 1995 : 181-2）。
4.3 家族手当の財源増についての議論
このような反対がありながらも、図表 8 のように、家族手当に支払われ
た手当総額は、1935 年の 780 百万フランから、1943 年には 8,726 百万フ
ランに増えた（大塩 1996 : 190-1）。
フランスは少子化対策の財源をどう確保したか（大岡） 131（ 131 ）
図表8 家族手当の推移
（大塩 1996 : 191）
図表 8 を見ると二つの疑問がわく。（1）たったの 8 年間（1935~1943）
で 10 倍以上増（780 百万フラン→8,726 百万フラン）の家族手当の財源を
















ヴラが 1937 年に出版した『フランスの人口』は約 20 年間、人口学の重要






（Pedersen 1995 : 380）。
ちょうどこの頃、12,000 件にものぼる全国的なストライキを中心とする
労働運動を背景として，戦間期における労働運動の成果で最重要の一つで
あるマティニヨン協定が 1936 年 6 月 7 日に調印された。その内容は，①
7％ から 15％ の賃金引上げ，②組合活動の自由化，などであった。注目
すべきは，マティニヨン協定のなかで家族手当の引き上げに関する取り決
めは一切されなかったことである（宮本 1995 : 184）。マティニヨン協定
が家族のニーズを考慮しなかった点は、国会の上院で批難された。産業界
と出産奨励主義者は、これ以上の賃上げに激しく反対し、家族手当を十分





対象とするユニバーサルなものへと大きく飛躍した。4.3 でみた図表 8 の
ように、支払われた手当総額は、1935 年の 780 百万フランから、1943 年
には 8,726 百万フランに増えた（大塩 1996 : 190-1）。
家族手当が急激に増えたのは、農業者がまだ多かった当時のフランス































を限定して政府が行う委任法）7 が 1938 年に制定された。
一つは、1938 年 3 月 31 日のデクレ・ロワである。これによって、小農














庫の出費の 3 分の 2 にあたる財政支援を国が行うことを予定していた。国
家の財政支援は、1940 年予算では 600 百万フラン、1941 年 6 月 28 日法で
は 1,850 百万フランが示され、1942 年は 1,400 百万フランになり、1943 年
には 657 百万フランの補正予算が組まれた。
国の直接の支援の際には、農業連帯基金（Fonds de solidarité agricole）
による払い込みが必要とされた。農業連帯基金は、1942 年 2 月 28 日法に
より、一定の農作物に課税するために作られた組織である。全体としての





フランスは少子化対策の財源をどう確保したか（大岡） 135（ 135 ）
人の拠出金 30％ とされた（Le Crom et Hesse 2000 : 10）。1945 年の農
業界の家族手当は年間約 8,000 百万フランで、2,700 が国庫からの直接支
援、3,600 が農作物への課税、1,700 が補償金庫への農業界雇用者の拠出金








富田（2006）によれば、ドイツ軍は 1940 年 5 月に西部戦線への総攻撃










このような状況下で、ヴィシー国債が、60 年満期の 3％ 利付国債とし
て、1942 年 2 月に 96 億 8400 万フラン発行された。発行目的などの詳細
は不明であるという（富田 2006 : 461-3）。
ドイツに占領され、その占領経費を負担させられるという厳しい財政の
136（ 136 ）
























という（江口 2009 : 138-9）。
8 Gilles KOUNOWSKI へのインタビュー（2016.8.18）






















た（福島 2015 : 219-20）。家族手当と単一賃金手当とは 1950 年代まで家
族政策の柱となり、母親の就労率の低下も見られた。1961 年には家族手
当金庫からの給付額中、家族手当が 58.3％、単一賃金手当が 28.1％ を占
めた（柳沢 2007）。















用者のみが負担していた。しかし、1975 年 7 月 4 日の法律が、何らかの
職業に従事していることを支給の要件とすることを廃し、78 年 1 月 1 日
から、国籍を問わず、居住要件のみで家族手当などを支給することとした
（加藤 2000 : 59-60）。家族手当は一般化（généralisation）され、働くこ
とを条件としなくなったのである。子育ての負担があることと、フランス
に居住していることだけが条件となった。家族手当制度の社会的職業的起
源からの鋭い切断である（Dupeyroux, Borgetto et Lafore 2015 : 694-5；
縄田 2009）。
1970 年代の政府の新しい社会保障政策を具体化した重要な立法の一つ
として 1974 年予算法を定めた 1973 年 12 月 27 日の法律がある。この立法


















月 9 日法で「ひとり親手当」（allocation de parent isolé : API）が創設さ







なぜ仏は 1970 年代に家族手当の就労条件を外したのか。1970 年代の失
業率の高まりのため、「働いて初めて家族手当がもらえる」という従来の
考え方では、働けない親に家族手当を支給できないという問題が出てきた
からである（Dupeyroux, Borgetto et Lafore 2015 : 694-5）。1970 年代
のフランスの失業率は、それほど高かったのだろうか。児童手当が親の就
労を問わず、すべての子どもに 1948 年から支給されてきたスウェーデン
（都村 1999 : 182-3）の失業率と比べてみよう。
140（ 140 ）
図表 9 男性失業率の仏瑞比較（1962~2002）
U.S. Department of Labor（2005）より筆者作成
図表 10 女性失業率の仏瑞比較（1962~2002）
U.S. Department of Labor（2005）より筆者作成




フランスは少子化対策の財源をどう確保したか（大岡） 141（ 141 ）
決定を 1975 年 7 月にしたのか、その論理は何だったのかという疑問を、
その後の 80~90 年代の失業率の高まりを知るわれわれは持つ。更なる検




料負担は GDP 比で 10 ポイント近く上昇したが、これは、同期間の社会
保険料率の引き上げだけでなく、賃金上昇率が経済成長率を上回って上昇
し、それに伴って社会保険料ベースが拡大したことも要因となった（小西・
嶋田 2014 : 239）。
6.2 財源にも影響──80年代のCSGの議論へ
加藤（2000）によれば、家族給付制度の財源はその歴史的沿革から、自
営業者の場合を除き、使用者のみが負担していた。しかし、1975 年 7 月 4






















として、CSG の賦課率を 4.1％ 引き上げ 7.5％ とした（加藤 2000 : 59-
60）。
6.3 1980年代の児童・家族関係社会支出の倍増
1970 年代には出生数が大きく落ち込み（図表 6 参照）、人口問題は再び







9 社会保障財源へ CSG という税をなぜ投入すべきかについて、より詳しくは柴田
（2012）を見よ。










図表 12 のように、1980 年代までにフランスでは、所得税における N 分
N 乗方式の拡充や、乳児手当10、養育手当11 の直接支援を実施してきた。1990








政へと 180 度の政策転換を余儀なくされた（江口 2009）。緊縮政策にか
じを切ったため、公共事業費は対国内総生産（GDP）比の（ピーク時の 1965
年の 4％ 超から）約 3％ に 1980 年代前半には低下した（小西・嶋田
2014）。フランス少子化対策に詳しい江口隆裕によれば、1982 年 7 月には
家族給付抑制策も打ち出した。フランスの GDP に占める社会給付の割合
が、1949 年の 12％ から 89 年には 23％ に達しているのに、家族給付の割
合は 3.6％ から 2.3％ に減少したという（江口 2009）。
しかし、図表 11 から、現金給付と現物給付の合計額を読み取ると、全
























率に悩まされていたフランス（図表 9, 10 参照）にとって、雇用コストを
引き下げることが急務であった。
このような背景の中で、1983 年の「第 9 次計画」で CSG が政策決定の
場に初めて登場し、導入される 1991 年まで約 7 年の時聞を要した（小西
2013）。1980 年代は CSG を導入する準備期間だったといえる。
1991 年の CSG（料率 1.1％）導入の見返りに、使用者が全額負担してい






























は、政策決定の場に初めて CSG が登場した 1983 年の「第 9 次計画」から








































たものである。その中で、1976 年 6 月 9 日法で「ひとり親手当」が創設























15 Jean-Louis HAURIE へのインタビュー（2016.8.16）











2005 年夏から 1 年間、パリの社会科学高等研究院（EHESS）－フランス
国立科学研究センター（CNRS）のエドガール・モラン・センターに籍を












16 Torbjörn Bildtgård : Stockholms universitet, Institutionen för socialt arbete.
論文に Bildtgård（2010, 2013）等がある。
















































19 Frédérique LEPRINCE へのインタビュー（2016.8.26）
20 ビルトゴールドへのインタビューによると、フランスとスウェーデンでは子育て







フランスの認定保育ママ制度は、5.3 で述べた 1990 年や 2003 年の制度改革によっ









これに対しフランスでは、N 分 N 乗税制と呼ばれる家族単位の税制を
導入してきた。これが出生率回復に貢献しているという見解がある。日本
にも、フランスの N 分 N 乗方式を導入すべきという主張がある。


























充実させようという強い意志は、5.1 の第 2 次世界大戦でドイツ占領下の





























図表 13 のように、フランスの財政赤字は 1980 年代に慢性化し、1990
年代に入って急激に拡大した。1990 年代後半に対 GDP 比で 1％ 程度まで
縮小したものの、2008 年の金融危機以降は 5 年連続でマーストリヒト基
準の 3％ を超えた。公的債務の水準も、財政赤字に連動して断続的に伸び、
とりわけ 1990 年代に入って急激に上昇した。2008 年の金融危機から現在
まで、累積債務はかつてない速さで上昇し、2013 年第 1 四半期には対 GDP
比で 91.1％ に達した。
1990 年から 2012 年までの政府収入の対 GDP 比を見てみると、フラン
スでは 47.09％ から 51.89％ まで 4.8 ポイント上昇した。同期間の OECD
諸国平均は、37.14％ から 36.99％ と 0.15 ポイント減少している。このよ
うに、他の OECD 諸国と比べてもフランスは歳入の増大に積極的に取り
組んできた。一方の政府支出は、フランスでは同期間 49.56％ から 56.40
フランスは少子化対策の財源をどう確保したか（大岡） 155（ 155 ）
％まで 6.84 ポイントも上昇したのに対し、OECD 諸国平均では 40.09％






である。2011 年の OECD 諸国では対 GDP 比でデンマークに次いで 2 番
目に高い（小西 2013）。
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